
ケアプランデータ連携システム
普及促進事業　伴走支援について

青梅市
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https://drive.google.com/file/d/1NLSEBundgMb5W6nXcchOCBxv9Szpjmwm/view?usp=sharing

資料のダウンロードはこちらから

ご挨拶・事業説明
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本事業についての説明（青梅市）

青梅市

善光総合研究所

NPO法人タダカヨ

委託

委託

青梅市の
事業所様 伴走支援

伴走支援チーム



ケアプランデータ連携システム

ケアプー
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なぜ、
ケアプランデータ連携システムを

使う必要があるのか？
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日本の人口について
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総人口
● 2020年12.615万人
● 2025年12.254万人
● 2050年10.192万人

25年間で2.062万人減少

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd121110.html　（総務省）

日本の人口について
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生産年齢人口
● 2020年7.509万人
● 2025年7.170万人
● 2050年5.275万人

25年間で1.895万人減少

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd121110.html　（総務省）



日本の人口について
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高齢人口
● 2020年3.602万人
● 2025年3.677万人
● 2050年3.841万人

25年間で164万人 増加

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r04/html/nd121110.html　（総務省）

日本の人口について（2025年→2050年）
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総  人  口

生産年齢人口

高齢人口

2.060万人　減少
1.895万人　減少
   164万人　増加

日本の人口について（2025年→2050年）
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総  人  口

生産年齢人口

高齢人口

2.060万人　減少
1.895万人　減少
   164万人　増加

日本の都道府県の人口
東京都: 約1417万人、神奈川県 : 約920万人、大阪府: 約877万人（2025年4月時点）

今より　少ない人数　で

今後は　　多い仕事　　を
する必要がある

と言われても‥実感がわかない‥
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ケアマネジャーの担当人数を例
に、考えてみましょう。
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４０人の担当 青梅市
67人前後を担当

2025年 2050年

生産年齢人口は
1.895万人減少

高齢人口は
164万人増加

AIによるリサーチ＆推論
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少ない人数 多い仕事

今より少ない人数

今後は 多い仕事
する必要がある

する必要がある

で

を
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ケアプランデータ連携システムとは
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ケアプランデータ連携システムとは？

居宅介護  
支援事業所

居宅サービス  
事業所
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予定や実績の作成から、受け取りまでの流れ

居宅介護 
支援事業所

居宅サービス  
事業所
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居宅介護支援事業所と居宅サービス事業所とのケアプランのやりとりの全体図

IDとパスワードは鍵
電子証明書は通行手形

安心・安全

介護情報基盤について
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介護情報基盤の概要（令和８年〜）
● 国の新しい情報システム（介護情報基盤）の利用が、令和8年4

月から順次始まり、令和10年4月までに全国で開始される予定

です。

● このシステムが始まると、事業所は利用者の介護保険証や要

介護認定の情報などを、インターネット経由で電子的に確認 で

きるようになります。

● 利用するには、事業所のパソコンに専用の電子証明書（クライ

アント証明書）を入れたり、カードリーダーを導入したりする準

備が必要です。

● カードリーダーの購入費や、導入のための設定作業（接続サ

ポート）にかかる費用について、補助金が用意される予定です。

● 現在使われている「ケアプランデータ連携システム」は、この新

しいシステムに統合され、一カ所で情報にアクセスできるよう

になる方針です。

25 26https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤について
これまで分散していた情報を集約し、サービス間を連携します。
介護に関わる人たちのやり取りや手続きをより良いものにする仕組みです。

27https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤について
ケアプランデータ
連携システム

28https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること



29https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること

30https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること

31https://www.kaigo-kiban-portal.jp/

介護情報基盤で、みなさまが実現できること

連携できるデータの内容
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居宅サービス計画書　第１・２・3表
介護予防サービス-支援計画書・別表
利用者基本情報
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サービス利用（提供）票・別表

実績情報

ケアプラン関連 請求関連

データ連携でやり取りできる　CSVデータの内容　
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データ連携でやり取りできる　PDFデータ等の内容　

● PDF等の送受信も可能
○ いままで、FAX・郵送・手渡ししていた書類の中で、サー

ビス担当者会議の要点、毎月の利用報告書、評価表など
などを、PDF等にすることで、送受信が可能です。

○ CSVデータで送受信できない書類は、PDFにして送受信す
ることで、さらなる生産性の向上となります。

※PDF等のデータはCSVデータとは違い、介護ソフトへのデータ取
り込みなどは行なえません。
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データ連携でやり取りできる　データ形式の内容　

【1回に送信できるデータ量】

● ファイルサイズ：最大10MB
● ファイル数：最大30個

※上記表は、「ケアプランデータ連携システム操作（対象：居宅介護支援事業所・介護サービ
ス事業所向け ）マニュアル   P75・144」 の一部

データ連携がもたらす効果
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データ連携がもたらす効果
【居宅介護支援事業所・地域包括支援センター・サービス事業所】

● 実績などの介護ソフトへの入力作業が減り、業務時間の削減が期待で
きます。

● 給付管理と介護給付費請求の整合が高まり、返戻等となるリスクが軽
減します。

● 郵送やFAXなどの送信コストや、それにかかる時間の削減が期待でき
ます。

● 居宅サービス計画書のデータを取り込むことで、個別援助計画書・評
価（モニタリング）表など、作成効率の向上が期待できます。
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データ連携がもたらす効果
【居宅介護支援事業所・地域包括支援センター・サービス事業所】

● データで連携をすることで得られる効果
○ 実績などの介護ソフトへの入力作業が減り、業務時間の削減が期待できます。

○ 給付管理と介護給付費請求の整合が高まり、返戻等となるリスクが軽減します。

○ 郵送やFAXなどの送信コストや、それにかかる時間の削減が期待できます。

○ 居宅サービス計画書のデータを取り込むことで、個別援助計画書・評価（モニタリング）表
など、作成効率の向上が期待できます。
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さらに、地域包括支援センターと
居宅介護支援事業所でのデータの
連携が可能なため、予防実績につ
いても連携可能となっています。

地域包括支援センターのメリット ①実績業務

地域包括支援センター 委託先居宅介護支援事業所

サービス事業所

予防の実績を
データで送付

予防の実績を
データで送付

自動入力・チェック 自動入力・チェック

● 入力の手間が格段に減少する
● 数値で確認ができるのでミスがなくなる
● 取り込みエラーから、介護保険証情報の

誤りが見つかる
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地域包括支援センターのメリット ②プランのチェック

地域包括支援センター 委託先居宅介護支援事業所
予防プランのチェック・コメン
トをデータ連携で行える

確認・コメント 予防プラン作成

● プランの提出をデータ連携で行う
● プランチェックをしてコメントを記載の

上データ連携で居宅に戻す
● ご利用者様に交付する
※移動など、事務的工数削減につながる
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メリットを考えて導入していきましょう
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メリットを考えて導入を検討していきましょう
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● ケアプランデータ連携を導入すると一時的に大変になる可能性があります

● ファックス、メール、郵送、チャットなどにケアプランデータ

連携も加わると、受け渡しの種類　が増える。

メリットを考えて導入を検討していきましょう
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● ケアプランデータ連携を取り入れると一時的に大変になる可能性があります

● ファックス、メール、郵送、チャットなどにケアプランデータ

連携も加わると、受け渡しの手段　が増える。

● ただ、ケアプランデータ連携だけの送受信になるとコストは削

減でき時間も短縮できる。

メリットを考えて導入を検討していきましょう

● ケアプランデータ連携を取り入れると一時的に大変に
なる可能性がありますが

44

普及事業などを機会に面（短期間で
複数事業所）で導入することで大幅
な効果が期待されます
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料金シミュレーターで確認

https://sites.google.com/tadakayo.jp
/test-cpds-simi/top
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システムの導入・運用について
（伴走支援の流れ）

48



49 50

51 52



53 54

55

伴走支援の様子
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